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事業概略書 

事 業 名 
自立生活援助事業者と居住支援法人の連携構築のための研修カリキュラム

及びガイドブックの作成 

事 業 目 的 

 自立生活援助は平成 30年度に創設されたが、事業の実施状況は低調とな

っており、取組の推進が課題となっている。また、住宅確保要配慮者の入

居に関しては、賃貸人の約７割が障害者に対して拒否感があるとしている

など、居住支援施策と自立生活援助の連携を進めることが団体からも求め

られている。 

 令和３年度障害福祉サービス等報酬改定では、自立生活援助事業所と居

住支援法人等との連携について加算で評価されており、今後は連携の実践

に向けて効果的な方法等を示していく必要がある。 

 このような背景から、居住支援法人との連携構築のためのモデル研修を

開催し、効果的な連携研修カリキュラムを開発するとともに効果的な連携

に資する研修テキストを作成する。 

事 業 概 要 

１．障害者の地域生活支援に先駆的に取り組まれている、自立生活援助  

事業者及び居住支援法人の事業者を中心とした検討委員会の開催 

（４回） 

２．検討委員会での研修カリキュラム案及び研修テキスト案の作成 

３．モデル研修の実施（３回） 

４．モデル研修実施結果を踏まえた研修カリキュラム及び研修テキストの

確定 

事業実施結果 

及び効果 

事業の実施結果は以下のとおり。 

１．障害者の地域生活支援に先駆的に取り組まれている、自立生活援助  

事業者または居住支援法人の事業者を中心とした検討委員会を組成

し、４回開催した。 

２．検討委員会において、研修カリキュラム案及び研修テキスト案を作成

した。 

３．検討委員が中心となり講師を務めるモデル研修を、オンラインにて３

回実施した。研修実施後は、参加者による事後アンケートへの回答や

講師からのフィードバックを受領した。なお、第２回の研修では、各

地域で本研修を実施する際の参考となるよう、対象地域である東京都

江戸川区における「精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構

築支援事業」と連携して研修を実施した。 

４．モデル研修実施結果を反映した研修カリキュラム及び研修テキストを

作成した。また、これらを今後各地域で活用頂くことを想定した研修

実施要綱を作成し、報告書に掲載した。 



以上の取組により、検討委員会での協議結果や、モデル研修実施後の事後

アンケート、講師からのフィードバック等を踏まえ、自立生活援助の活用

促進及び自立生活援助事業者と居住支援法人の効果的な連携の促進に資す

る研修カリキュラム及び研修テキストを作成することができた。また、本

研修カリキュラムを今後各地域で展開頂く際の参考になる情報を示すこと

ができた。 
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